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平成１９年６月１３日 　　
株　主　各　位

第 98回定時株主総会招集ご通知

拝啓  ますますご清栄のこととおよろこび申しあげます。
　さて，当社第98回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので，ご出
席くださいますようご案内申しあげます。
　なお，当日ご出席願えない場合は，お手数ながら後記の株主総会参考書類
をご検討くださいまして，同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき，
平成19年 6 月27日（水曜日）午後 5時までに到着するよう折り返しご送付く
ださいますようお願い申しあげます。

敬　具　
記

１.　日　　　　時
２.　場　　　　所
３.　目 的 事 項
　　 報 告 事 項

　　 決 議 事 項
　　　第 １ 号 議 案
　　　第 ２ 号 議 案
　　　第 ３ 号 議 案
　　　第 ４ 号 議 案
　　　第 ５ 号 議 案

以　上　

　当日ご出席の際は，お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。
　株主総会参考書類および添付書類に修正が生じた場合は，インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.aichidenki.jp）に掲載させていただきます。

平成１９年６月２８日 （木曜日）　午 前１０時
愛知県春日井市愛知町１番地　当社会議室

１．第９８期（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）
事業報告，連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第９８期（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）
　　計算書類報告の件
　
剰余金の処分の件
取締役１２名選任の件
監査役４名選任の件
退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
役員賞与支給の件

山 田 　 功取締役社長�

（証券コード　６６２３）
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事 業 報 告
自　平成１８年４月１日（至　平成１９年３月３１日）

　1 ．企業集団の現況に関する事項
（１）　事業の経過およびその成果

当期におけるわが国経済は，原材料価格の高止まりや個人消費の伸び悩みなどがあ
りましたが，旺盛な民間設備投資や輸出に支えられ，企業収益は好調を維持し，景
気は緩やかな回復を続けてまいりました。
当グループの業況につきましては，電力機器部門の主要顧客である電力会社の設備
投資が回復傾向にあり，また回転機部門では，介護機器は落ち込んだものの，小形モ
ータやプリント配線板が拡大傾向にありました。
このような情勢下におきまして，当グループは，中期経営計画「Transform & Actuate
変化と行動」の達成を目指し，顧客との連携，生産力の強化，新製品の開発に注力す
るとともに，人材の育成や意識の改革などを進め，企業体質の強化に努めてまいりま
した。
中期経営計画の３つの基本方針である「変化と行動」「選択と集中」「顧客との連
携」のもと，関係会社とともにグループ経営強化策を推し進めてまいりました。株
式会社愛工機器製作所はプリント配線板における旺盛な需要に対応するため，当社
敷地内で新工場の建設に着手いたしました。
また，販売会社である愛電商事株式会社は名古屋および東京の営業拠点を，当社本
社ビルおよび東京支社へ移転し，製販一体となって顧客との連携強化に努めてまい
りました。さらに，粉体機器事業は開発から販売までを当社に統合し，トップラン
ナー変圧器は的確な顧客対応を実行して，販売拡大に努めてまいりました。
なお，当社および東陶機器株式会社ならびに小糸工業株式会社の３社で運営してお
りましたＴＯＴＯウォシュレットテクノ株式会社の全株式を東陶機器株式会社へ譲
渡し，合弁を解消いたしました。
これらの施策に加え，新製品の市場投入や短納期対応などを進めてまいりました結
果，売上高につきましては，５８２億２千７百万円となり，前期に比べ８６億８千７百
万円（１７.５％）の増加となりました。
利益面につきましては，売上高が増加したことに加え，生産性の向上，ロス･ミス
費用の低減，諸経費の削減などの原価低減に努めました結果，合弁解消により持分
法投資利益が減少したものの，経常利益は３１億８千７百万円となり，前期に比べ１４
億３千万円（８１.４％）の増加となりました。当期純利益は１８億４千６百万円となり，
前期に比べ４千７百万円（２.６％）の増加となりました。

（添付書類）



－ 3－

つぎに部門別の状況を申しあげます。
（電力機器部門）
当部門につきましては，小形変圧器製造ラインの改造による生産性の向上，迅速な
納期対応，徹底した品質管理活動など，顧客の信頼に応える事業展開を進めてまいり
ました。 
この結果，当部門の売上高は，主力である変圧器の伸びに加え，制御機器やＰＣＢ
無害化処理装置などの増加により２０９億９千１百万円となり，前期に比べ３５億２千
１百万円（２０.２％）の増加となりました。
（回転機部門）
当部門につきましては，内外との厳しい競争にある中，製造コストの低減，新製
品の開発，品質の確保，新規顧客の開拓に注力してまいりました。また，平成１７年
３月にアイチエレック株式会社との共同出資で設立いたしました蘇州愛知科技有限
公司は，顧客のニーズに対応できる生産体制を確立し，本格的に小形モータの量産
を開始いたしました。
この結果，当部門の売上高は，小形モータやプリント配線板の増加により３７２億
３千６百万円となり，前期に比べ５１億６千６百万円（１６.１％）の増加となりました。

（部門別売上高）
（単位：百万円）

　

（２）　設備投資の状況
当期中に実施した設備投資の総額は３２億６千６百万円であり，その主なものは当
社小形変圧器生産設備と株式会社愛工機器製作所プリント配線板工場の建設に対す
るものであります。

（３）　資金調達の状況
当期中に株式会社愛工機器製作所において，工場の建設に伴い金融機関から２０億
円の長期借入れを行いました。

増 減 率
（ ％ ）

平成１８年度（当期）平成１７年度（前期）
年　度

部　門 構 成 比
（ ％ ）売 上 高構 成 比

（ ％ ）売 上 高

２０.２３６.１２０,９９１３５.３１７,４７０電 力 機 器 部 門

１６.１６３.９３７,２３６６４.７３２,０６９回 転 機 部 門

１７.５１００  ５８,２２７１００  ４９,５４０合　　　　計
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（４）　対処すべき課題
今後の見通しにつきましては，主要原材料価格の高騰や米国経済の減速などの懸念
はありますが，民間設備投資は引き続き好調に推移すると予想され，景気は緩やかな
拡大傾向を維持するものと考えております。
このような状況下で，中期経営計画の達成に向け，コア事業の強化，新製品の開発
による事業の拡大をはかるとともに，人材の育成に努め，業務の改革に取組んでまい
ります。
具体的には，主要顧客である電力会社のニーズに対応するため，小形変圧器に続き
中形変圧器製造ラインの改造に着手し，品質の向上，工数低減，納期短縮など生産力
の強化に努めるとともに，ＰＣＢ無害化処理事業の完遂を目指してまいります。なお，
株式会社愛工機器製作所の新工場は平成１９年度下期からの稼動を予定しております。
今後も，良質な製品とサービスを提供することにより，株主や顧客，さらには社会
から信頼される企業グループを目指してまいる所存です。

（５）　財産および損益の状況の推移

　（注）　１株当たり当期純利益は，自己株式控除後の期中平均発行済株式総数により算出
しております。
第９８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準
第５号　平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計
基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成１７年１２月９日）を適用
しております。

（６）　重要な親会社および子会社の状況
○１ 　親会社との関係
　　該当事項はありません。

第　９８　期
平成１８年度

第　９７　期
平成１７年度

第　９６　期
平成１６年度

第　９５　期
平成　１５ 年度

期・年度 
  区　分　

５８,２２７４９,５４０４６,５８０４６,４２６売 上 高（百万円）

３,１８７１,７５７１,５００１,１４７経 常 利 益（百万円）

１,８４６１,７９９１,３９４８１９当期純利益（百万円）

３８.３５３６.３７２８.０８１６.２４１株当たり当期純利益（円）

７３,０５９６５,１６４６２,００１５８,８５５総 資 産（百万円）

２８,６４４２６,３０７２３,９４９２２,６１３純 資 産（百万円）
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○２ 　重要な子会社の状況

　（注）　１．※印は間接所有による持分を含む比率であります。
　　　　２．蘇州愛知科技有限公司は，平成１８年９月に資本金を４００百万円から，１，２００

百万円に増資しております。

○３ 　企業結合の成果
連結子会社は上記○２ に記載の９社であります。当連結会計年度の売上高は，

５８，２２７百万円，当期純利益は１，８４６百万円であります。

主要な事業内容当 社 の
出資比率資 本 金会　　社　　名

プリント配 線 板 の 製 造 販 売※９２.０　％４８６百万円株式会社　愛工機器製作所

各種ハーメティックモータの製造販売１００.０　　４００　　　アイチエレック株式会社

電 気 機 械 器 具 の 販 売
及 び 物 品 の 荷 造 梱 包 荷 役

※１００.０　　８０　　　愛 電 商 事 株 式 会 社

各 種 モ ー タ 及 び 樹 脂
成 形 部 品 の 製 造 販 売

１００.０　　４５　　　恵那愛知電機株式会社

電気機械器具の製造修理販売９１.１　　４０　　　岐阜愛知電機株式会社

非 鉄 金 属 の 鋳 造 加 工 販 売※７６.１　　９０　　　寿 工 業 株 式 会 社

各種ハーメティックモータの製造販売※１００.０　　４０　　　白鳥アイチエレック株式会社

電気機械器具の製造修理販売 ※９０.０　　８０　　　長野愛知電機株式会社

各種ハーメティックモータの製造販売 ※１００.０　　１,２００　　　蘇州愛知科技有限公司
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（7）　主要な事業内容

（８）　主要な営業所および工場
○１ 　当社
　　　本社および

本社工場：愛知県春日井市
支社：北海道（北海道札幌市），東北（宮城県仙台市），東京（東京都中

央区），関西（大阪府大阪市），九州（福岡県福岡市），沖縄（沖縄
県那覇市），蘇州駐在員事務所（中国）

○２ 　子会社
国内：�愛工機器製作所（愛知県春日井市），アイチエレック�（愛知県

春日井市），愛電商事�（愛知県春日井市），恵那愛知電機�（岐
阜県恵那市），岐阜愛知電機�（岐阜県岐阜市），寿工業�（愛知
県春日井市），白鳥アイチエレック�（岐阜県郡上市），長野愛
知電機�（長野県長野市）

海外：蘇州愛知科技有限公司（中国）

主 要 製 品 名部 門
変 圧 器：負荷時タップ切換変圧器，小形・中形・大形変圧器，

モールド変圧器，自動電圧調整器，
地上設置変圧器，特殊用途変圧器，リアクトル，
中性点接地抵抗器　等

制 御 機 器：配電塔，光ネットワークユニット，キュービクル，
デジタル式保護制御装置，遠方監視制御装置，
情報伝送装置，侵入監視装置，配電線自動化システム，
襲雷警報装置，大型直流電源装置，
ＰＣＢ無害化処理装置　等

プ ラ ン ト：電力設備工事　等
そ の 他：バランサー，太陽光発電システム，ＰＣＢ分析　等

電力機器部門

小形モータ：くまとりモータ，コンデンサモータ，ＤＣモータ，
ブロアモータ，ギヤードモータ，
ハーメティックモータ　等

住 設 機 器：医療機器，シャッター開閉機，ディスポーザ　等
介護用機器：アクチエータ　等
そ の 他：ソレノイド，畜舎用送風機，電気温風機，

陶芸用機器，電動ポンプ，環境機器，
排水処理装置，粉体混合機，駆動制御装置，
パワーコンディショナ，プリント配線板，
非接触給電装置　等

回転機部門
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（９）　従業員の状況

（１０）　主要な借入先

前連結会計年度末比増減従 業 員 数

１７名増１,８９２名

借 入 金 残 高借 入 先
４,０８２百万円株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行
１,９４８中電ビジネスサポート株式会社
１,６１９株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行
１,４５５株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行
１,１０１株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行
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　2 ．会社の株式に関する事項

　3 ．会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

（１）　発行可能株式総数

（２）　発行済株式の総数

（３）　株主数

（４）　大株主

１１９,５６１,０００株

４８,１７２,３９５株（自己株式７９,６６６株を除く。）

３,４４０名

当 社 へ の 出 資 状 況
株 主 名

出 資 比 率持 株 数

２４.１４％
１０.３７
８.３８
４.６３

３.１４

２.１０
２.０７
２.０３
１.９２

１.８６

１１,６３２,８９６ 株
５,０００,０００ 　
４,０３９,２００ 　
２,２３３,１６６ 　

１,５１５,０００ 　

１,０１４,０００ 　
１,０００,０００ 　
９８０,０００ 　
９２６,５２０ 　

９００,０００ 　

中 部 電 力 株 式 会 社
株 式 会 社 土 屋 組
古 河 電 気 工 業 株 式 会 社
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行
日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社
（信託口４）
中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社
株 式 会 社 川 口 興 産
三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社
日 本 興 亜 損 害 保 険 株 式 会 社
ビービーエイチ　フオー　フイデリテイー
ロ ー プ ラ イ ス　 ス ト ツ ク　 フ ア ン ド
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　4 ．会社役員に関する事項
（１）　取締役および監査役の氏名等

（注）　１．取締役 木野文海氏は，平成１８年１２月３１日辞任いたしました。
　　　２．取締役 北野谷惇氏は，社外取締役であります。
　　　３．監査役 山下直太，濱田�一および城後讓の各氏は，社外監査役であります。

（２）　取締役および監査役の報酬等の額

（注）　１．取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人分給与（賞与を含み 53,085
千円）は含まれておりません。

隆

担当および他の法人等の代表状況等　 氏 名　　 地 位　

電力事業部，九州支社，沖縄支社管掌
岐阜愛知電機株式会社 代表取締役社長
開発・環境事業部，北海道支社，
東北支社管掌兼開発・環境事業部長
電力事業部副事業部長
電力事業部長
機器事業部副事業部長
恵那愛知電機株式会社 代表取締役社長
経営管理部，関係会社管掌
長野愛知電機株式会社 取締役会長
機器事業部，東京支社，関西支社管掌
兼機器事業部長
電力事業部副事業部長
開発・環境事業部副事業部長
古河電気工業株式会社 専務取締役
アイチエレック株式会社 代表取締役社長
白鳥アイチエレック株式会社 代表取締役社長
蘇州愛知科技有限公司 董事長
（常勤）
（常勤）
中部電力株式会社 常任監査役
株式会社トーエネック 常務取締役

川 口 将 二
山 田　 功
武 藤 昭 世
　
佐 藤　 徹
　
大 隅 東 也
久 須 美 寿 彦
法 月 仙 一 郎

中 山 三 千 雄

横 山 武 弘

廻 間 正 樹
安 藤　 誠
北 野 谷　 惇
宇 佐 美 和 彦

伊 藤 和 彦
山 下 直 太
濱 田 � 一
城 後　 讓

隆

取 締 役 会 長
代表取締役社長
代 表 取 締 役
専 務 取 締 役
常 務 取 締 役
　
取 締 役
取 締 役
取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役

常 任 監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役

備 考支給額支給人員区 分

うち社外取締役１名，３,２００千円１９３,３４９千円１４名取締役

うち社外監査役３名，１７,５７５千円３２,８２５千円４名監査役
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２．取締役の報酬限度額は，平成１８年６月２９日開催の第９７回定時株主総会にお
いて年額３１２,０００千円以内（ただし，使用人分給与は含まない。）と決議され
ております。

３．監査役の報酬限度額は，平成１８年６月２９日開催の第９７回定時株主総会にお
いて年額４３,２００千円以内と決議されております。

４．取締役および監査役の支給額には第９８回定時株主総会において決議予定の役
員賞与２８,０００千円を含めております。
５．取締役および監査役の支給額には，当該事業年度中に増加した退職慰労金引当
額２９,２５９千円（取締役２５,４３４千円，監査役３,８２５千円）を含めております。

（３）　社外役員に関する事項
○１ 　取締役　北野谷　惇
ア．他の会社の業務執行取締役等の兼任状況
当社の株式の８.３８％を保有している古河電気工業株式会社の専務取締役を
兼任しております。

イ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度開催の１３回の取締役会のうち４回に出席し，株主の視点から，ま

た上場企業の取締役としての知見に基づき発言を行っております。
○２ 　監査役　山下直太
ア．当事業年度における主な活動状況
当事業年度開催の取締役会および監査役会のすべてに出席し，ガバナンスの
あり方等について常勤監査役としての知見に基づき発言を行っております。

○３ 　監査役　濱田�一
ア．他の会社の社外役員の兼任状況
株式会社トーエネックの社外監査役を兼任しております。

イ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度開催の１３回の取締役会のうち１１回，１２回の監査役会のうち１０
回に出席し，他社における常任監査役としての豊富な経験・知見からの発言
を行っております。

○４ 　監査役　城後　讓
ア．他の会社の業務執行取締役等の兼任状況
株式会社トーエネックの常務取締役を兼任しております。

イ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度開催の取締役会および監査役会のすべてに出席し，上場企業の取
締役としての知見に基づき発言を行っております。

隆
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　5 ．会計監査人の状況
（１）　会計監査人の名称

監査法人　朝見会計事務所

（２）　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
○１ 　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等
　　２４,１０５千円
○２ 　当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　　２４,１０５千円
（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において，会社法に基づく監査と証券取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず，実質的にも区分できないため，
上記金額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は，会社法第３４０条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか，原則と
して，会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には，監査
役会の同意または請求により，会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主
総会に提案いたします。

　6 ．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制その他業務の適正を確保するための体制

当社は，取締役会において上記体制につき，つぎのとおり決議いたしました。

当社は，株主，顧客，取引先をはじめとする社会全体からの信頼を得るため，会社
の業務の適正を確保すべく，つぎの体制の充実，強化に努める。

（１）　経営管理に関する体制
○１ 　取締役会を原則として毎月１回開催し，法令・定款に定める事項および経営上の
重要事項を審議，決定するとともに取締役の業務執行を監督する。
○２ 　常務会を原則として毎月２回開催し，業務執行に関する重要事項について多面的
に審議する。
○３ 　社内規定に各部門および各部署の業務分掌，権限を定め，取締役および使用人
（以下「取締役等」という。）の職務執行の適正および効率性を確保する。
○４ 　決裁にあたっては，審査部門等による審査を行う。
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○５ 　取締役等の職務執行に係る文書等の保存・管理について，法令および社内規定に
基づき適切にこれを行う。
○６ 　各部門とは独立した社長直属の内部を監査する部門を設置し，各部門の業務執行
状況等を監査する。

（２）　リスク管理に関する体制
○１ 　経営に重大な影響を与えるリスクについては，経営計画の策定および重要な意思
決定にあたり各部門が把握・評価し，常務会において審議または報告を行う。
○２ 　全社および各部門のリスク管理に関して，組織，権限および社内規定を整備する。

（３）　コンプライアンスに関する体制
○１ 　コンプライアンス全体を統括する組織として，社長を委員長とする「コンプライ
アンス委員会」を設置するとともに，中電グループ・コンプライアンス推進協議会
に参加する。
○２ 　コンプライアンスの推進については，社員行動規範である「コンプライアンス１０
箇条」を定め，法令，社内規定および企業倫理の遵守に対する取締役等の意識を
高め，良識と責任のある行動をとるよう取り組む。
○３ 　コンプライアンス違反事象の未然防止・早期改善を図るため，内部通報窓口であ
る「ヘルプライン」を設置する。

（４）　グループ会社の業務の適正を確保するための体制
○１ 　グループ会社の業務内容の定期的な報告を受けるとともに重要案件についての
協議を行うため，グループ会社の統括部門を当社経営管理部に置く。
○２ 　グループ会社の業務運営が適正かつ効率的に実施されていることの内部監査を
行う。

（５）　監査に関する体制
○１ 　監査役職務の補佐を目的に，各部門から独立した組織として監査役直属の監査役
グループを設置し，監査役制度が十分機能する体制をとる。
○２ 　監査役グループに所属する使用人は取締役の指揮・命令を受けず，その異動・評
定にあたっては監査役の意向を尊重する。
○３ 　取締役等は，各部門に係る事業の概況を監査役に報告するほか，主要な稟議書そ
の他業務執行に関する重要な文書等について監査役の閲覧に供する。
○４ 　社長は，監査役と代表取締役が経営全般に関して意見交換する機会を設ける。

（注）　事業報告中の記載金額は，表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成１９年３月３１日現在）

（単位：千円）

　（注）　記載金額は，千円未満を切り捨てて表示しております。

金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目

29,341,129
１７,７３４,２８９
２,７１１,３６０
４,４８１,３１１
１,２５０,０００
１,７２４,２２５
２８２,６３２
４７,５００

１,１０９,８１０

15,073,089
５００,０００
６,３９１,７８０
７,１７３,１５９
５６６,１００
１３０,９７８
１９１,０９６
１１９,９７５

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債

社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
繰 延 税 金 負 債
負 の の れ ん
そ の 他

　

46,906,589
１５,１９７,３５４
２０,８２２,３０４
３８２,９８２

１０,１６９,９３７
７６,４１９
２６９,７４３
� １２,１５２

26,152,473
16,266,688
５,８４１,５２７
３,２７８,２７１
７５５,３９１
４,４２３,１０２
１,９６８,３９６

63,557

9,822,227
６,７３０,８８０
２,０２３,７２０
１,２３３,３１０
� １６５,６８３

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
棚 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工具・器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
　
無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

44,414,218負 債 合 計

26,046,588
４,０５３,０５３
２,１９９,１８５
１９,８１５,２１４
� ２０,８６５
1,974,198
１,９０２,３９４
７１,８０４
624,057

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定

少数株主持分

28,644,844純 資 産 合 計

73,059,062負 債 ・ 純 資 産 合 計73,059,062　 資 産 合 計　
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連 結 損 益 計 算 書
自　平成１８年４月１日（至　平成１９年３月３１日）

（単位：千円） 

　（注）　記載金額は，千円未満を切り捨てて表示しております。

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　目

58,227,950売 上 高

50,003,362売 上 原 価

8,224,588売 上 総 利 益

5,383,255販売費及び一般管理費

2,841,332営 業 利 益

営 業 外 収 益

１０２,６６７受 取 利 息 及 び 配 当 金
１５９,９２３持分法による投資利益
２３５,９１３負 の の れ ん 償 却 額

806,321３０７,８１７そ の 他
営 業 外 費 用

２７２,６０３支 払 利 息
459,691１８７,０８７そ の 他
3,187,963経 常 利 益

特 別 利 益

２１８,５７１投 資 有 価 証 券 売 却 益
223,545４,９７３そ の 他

特 別 損 失

１４７,５１９固定資産除却・売却損
５１,４５３投 資 有 価 証 券 評 価 損
７９,４２０固 定 資 産 除 却 費 用

306,785２８,３９２そ の 他
3,104,722税金等調整前当期純利益

２８９,１０２法人税，住民税及び事業税
１,１７１,３１５８８２,２１２法 人 税 等 調 整 額
８６,８０３少 数 株 主 利 益

1,846,604当 期 純 利 益
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連結株主資本等変動計算書
自　平成１８年４月１日（至　平成１９年３月３１日）

（単位：千円） 

　（注）　記載金額は，千円未満を切り捨てて表示しております。

株　　　　主　　　　資　　　　本

株主資本合計自 己 株 式利益剰余金資本剰余金資 本 金

24,484,690� 17,10718,249,5582,199,1854,053,053平成　18 年 3 月　31 日残高

連結会計年度中の変動額

� 240,902� 240,902剰 余 金 の 配 当

� 40,046� 40,046利益処分による役員賞与

1,846,6041,846,604当 期 純 利 益

� 3,757� 3,757自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

1,561,897� 3,7571,565,655――連結会計年度中の変動額合計

26,046,588� 20,86519,815,2142,199,1854,053,053平成　19 年 3 月　31 日残高

純資産合計少数株主持分
評 価 ・ 換 算 差 額 等

評価・換算
差額等合計

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他有価証券
評 価 差 額 金

26,852,942545,2421,823,00831,0431,791,965平成　18 年 3 月　31 日残高

連結会計年度中の変動額

� 240,902剰 余 金 の 配 当

� 40,046利益処分による役員賞与

1,846,604当 期 純 利 益

� 3,757自 己 株 式 の 取 得

230,00478,814151,18940,760110,428
株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

1,791,90278,814151,18940,760110,428連結会計年度中の変動額合計

28,644,844624,0571,974,19871,8041,902,394平成　19 年 3 月　31 日残高
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
（１）　連結子会社の数及び名称

（２）　非連結子会社の名称
（３）　非連結子会社を連結の範囲か

ら除いた理由

２．持分法の適用に関する事項
（１）　持分法を適用した関連会社の

数及び主要な会社等の名称

（２）　持分法を適用しない非連結子
会社及び関連会社の名称

（３）　持分法を適用しない理由

（４）　持分法の適用の手続について
特に記載する必要があると認
められる事項

９社　�愛工機器製作所
アイチエレック�
愛電商事�
恵那愛知電機�
岐阜愛知電機�
寿工業�
白鳥アイチエレック�
長野愛知電機�
蘇州愛知科技有限公司

電子ブロック機器製造�
非連結子会社は小規模会社であり，総資産，
売上高，当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等は，いずれ
も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな
いため連結の範囲から除いております。

２社　愛知金属工業�他
なお，前連結会計年度まで持分法適用関連会
社であったＴＯＴＯウォシュレットテクノ�
（�パンウォシュレットが商号変更）につい
ては，保有株式を売却したことにより，持分
法適用関連会社から除外しております。
非連結子会社：電子ブロック機器製造�
関 連 会 社：愛知亜鉛鍍金�
持分法を適用しない非連結子会社及び関連会
社は，それぞれ当期純損益及び利益剰余金等
に及ぼす影響が軽微であり，かつ全体として
も重要性がないため，持分法の適用範囲から
除外しております。
持分法適用会社のうち，決算日が連結決算日と
異なる会社については，当該会社の事業年度に
係る貸借対照表及び損益計算書を使用しており
ます。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち蘇州愛知科技有限公司の決算日は，１２月３１日であります。連結
計算書類の作成に当たっては，決算日現在の貸借対照表及び損益計算書を使用して
おります。ただし，連結決算日までの期間に発生した重要な取引については，連結
上必要な調整を行っております。
４．会計処理基準に関する事項
（１）　資産の評価基準及び評価方法
○１ 　有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券
その他有価証券
時価のあるもの

時価のないもの
○２ 　棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品・仕掛品
商品・原材料・貯蔵品

（２）　固定資産の減価償却の方法
○１ 　有形固定資産
建物（建物附属設備を除く）
その他

○２ 　無形固定資産

○３ 　少額減価償却資産

○４ 　長期前払費用
（３）　引当金の計上基準
○１ 　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率によ
り，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不
能見込額を計上しております。

償却原価法（定額法）

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し，
売却原価は移動平均法により算定）
移動平均法による原価法

主として個別法による原価法
主として移動平均法による原価法

定額法
定率法
なお，主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。
建物及び構築物　　　３～６０年
機械装置及び運搬具　４～１５年
定額法
なお，自社利用のソフトウェアについては，
社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。
取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産につ
いては，連結会計年度毎に一括して３年間で
均等償却する方法によっております。
均等償却
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○２ 　役員賞与引当金
役員の賞与の支給に充てるため,当連結会計年度末の支給見込額を計上してお
ります。
○３ 　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため，当連結会計年度末における退職給付債務に
基づき計上しております。
過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（３年）による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異は，各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（１５年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理することとしております。
○４ 　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため，内規に基づく期末要支給額の１００％
を計上しております。

（４）　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
○１ 　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は，連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し，換
算差額は損益として処理しております。なお，在外子会社の資産及び負債，収
益及び費用は，決算日の直物為替相場により円貨に換算し，換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定に含めております。
○２ 　リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。
○３ 　ヘッジ会計の処理
ヘッジ会計の方法
金利スワップ取引については，金利スワップの特例処理の要件を満たして
いるため，特例処理を採用しております。
ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
ヘッジ対象

ヘッジ方針
金利変動リスクの回避並びに金融収支の安定化のため行っております。
ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため，有効性の判定を省略
しております。

○４ 　消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

金利スワップ取引
固定金利又は変動金利の長期借入金・利付債
券等の金利変動リスク
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５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は，全面時価評価法によっております。

　６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項
のれん及び負ののれんの償却については，５年間の均等償却を行っております。

（会計方針の変更）
１．役員賞与に関する会計基準
　当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成
１７年１１月２９日　企業会計基準第４号）を適用しております。　
　これにより，営業利益，経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ４７,５００
千円減少しております。
２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
　当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業
会計基準委員会　平成１７年１２月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成１７年
１２月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
　なお，従来の「資本の部」の合計に相当する金額は，２８,０２０,７８６千円であります。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（１）　担保に供している資産

受取手形
建物
機械装置
土地
投資有価証券
計

（２）　担保に係る債務
短期借入金
１年内返済予定の長期借入金
長期借入金
計

２４４,０１１千円
４,９９１,９９３千円
６６２,１３４千円
１,４７６,９７４千円

　　　　　　　２７,５８０千円
７,４０２,６９３千円

１,３９１,９４９千円
４,０３６,８９５千円

　　　　　　３,８６１,４７５千円
９,２９０,３１９千円
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２．有形固定資産の減価償却累計額
３．受取手形割引高
　受取手形裏書譲渡高
４．期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については，手形交換日をもって決済処理をしてお
ります。
　なお，当連結会計年度末日は金融機関の休日であったため，次の期末日満期手
形が期末残高に含まれております。
受取手形
支払手形

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
２．配当に関する事項
（１）　配当金支払額

（２）　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち，配当の効力発生日が翌連結会計
　　　年度となるもの

　平成１９年６月２８日開催予定の定時株主総会の議案として，普通株式の配当に
関する事項を次のとおり付議しております。
○１ 　配当金の総額
○２ 　配当の原資
○３ 　１株当たり配当額
○４ 　基準日
○５ 　効力発生日

１株当たり情報に関する注記
　１．１株当たり純資産額
　２．１株当たり当期純利益

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

４２,０５１,４７７千円
３４,１６１千円
３８６,３５８千円

３９１,２８２千円
１,４１３,０４３千円

普通株式　　４８,２５２,０６１株

２１６,７７５千円
利益剰余金
４円５０銭（記念配当２円を含む）

平成１９年３月３１日
平成１９年６月２９日

５８２円００銭
３８円３５銭

効力発生日基　準　日１株当たり
配当額（円）

配当金の総
額（千円）

株式の
種類決　議

平成　１８ 年６月　３０ 日平成　１８ 年３月　３１ 日２．５０１２０，４５８普通
株式

平成　１８ 年６月　２９ 日
定時株主総会

平成　１８ 年　１２ 月８日平成　１８ 年９月　３０ 日２．５０１２０，４４４普通
株式

平成　１８ 年　１１ 月　１７ 日
取締役会
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貸 借 対 照 表
（平成１９年３月３１日現在）

（単位：千円）

　（注）　記載金額は，千円未満を切り捨てて表示しております。

金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目

14,988,206
４,１１９,０１２
３,９４５,５４９
５００,０００
３,８８５,０００
１,２５０,０００
１６０,９９３
９２４,９１９
４１,３３８
６６,８３４
２９,６８７
２８,０００
３６,８７２

8,577,396
５００,０００
３,７７６,０００
３,９６２,４７０
３３８,９２６

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

25,231,443
９,１２５,４９４
２,０７５,９９４
８,０８４,１６７
１２,７７４

２,１１１,５６７
１,９７２,４６１
１,６７５,３７５
３６,７８２
１８,７２２
１１９,１２４
� １,０２１

21,338,462
7,595,215
２,８７５,３２９
１６４,３５６
１,０９７,４７４
２７,６２１
４２５,３３９
２,８２４,２７０
１８０,８２５
22,327
１５,３５０
６,９７７

13,720,919
４,０２０,９１７
６,６５６,１１５
１００,０００
４８０,０００
９７８,１９５
２５,０５５
７６５,０８７
４４,６６５
７２３,６２３
� ７２,７４０

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
諸 利 用 権
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 社 債
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

23,565,603負 債 合 計

21,283,685
4,053,053
2,199,185
２,１９９,１８５
15,048,225
８１２,２８４

１４,２３５,９４１
１８１,１４６

１０,０００,０００
４,０５４,７９４
� 16,779

1,720,617
１,７２０,６１７

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
　固定資産圧縮積立金
　別 途 積 立 金
　繰越利益剰余金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

23,004,302純 資 産 合 計
46,569,906負 債 ・ 純 資 産 合 計46,569,906　 資 産 合 計　
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損　 益　 計　 算　 書
自　平成１８年４月１日（至　平成１９年３月３１日）

（単位：千円）

　（注）　記載金額は，千円未満を切り捨てて表示しております。

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　目

24,952,564売 上 高

21,047,372売 上 原 価

3,905,192売 上 総 利 益

3,035,643販売費及び一般管理費

869,549営 　 業 　 利 　 益

営 業 外 収 益

３３０,５１７受 取 利 息 及 び 配 当 金
１２４,３４１固 定 資 産 賃 貸 料

548,282９３,４２２そ の 他
営 業 外 費 用

１８９,６９４支 払 利 息
８,４７１社 債 利 息

351,474１５３,３０７そ の 他
1,066,357経   常   利 　 益

特 別 利 益

２８５,１４７固 定 資 産 売 却 益
１,７２３,９８３関 係 会 社 株 式 売 却 益

2,009,163３３そ の 他
特 別 損 失

１０１,３６０固定資産除却・売却損
４６,００７投 資 有 価 証 券 評 価 損
６３,１７０固 定 資 産 除 却 費 用

214,839４,３００そ の 他
2,860,681税 引 前 当 期 純 利 益

１２,３５２法人税，住民税及び事業税
７８２,７０８７７０,３５６法 人 税 等 調 整 額
2,077,973当 期 純 利 益
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
自　平成１８年４月１日（至　平成１９年３月３１日）

（単位：千円） 

　（注）　記載金額は，千円未満を切り捨てて表示しております。

株　　　　主　　　　資　　　　本

利　　　　　益　　　　　剰　　　　　余　　　　　金資本剰余金

資　本　金 利益剰余金
合　　　計

そ　の　他　利　益　剰　余　金
利益準備金資本準備金 繰 越 利 益

剰　余　金別途積立金固 定 資 産
圧縮積立金

13,238,1552,240,35710,000,000185,513812,2842,199,1854,053,053平成　18 年 3 月　31 日残高

事業年度中の変動額

� 240,902� 240,902剰 余 金 の 配 当

� 27,000� 27,000利 益 処 分 に よ る
役 員 賞 与

―2,062� 2,062固定資産圧縮積立金の
取 崩 （ 前 期 ）

―2,305� 2,305固定資産圧縮積立金の
取 崩 （ 当 期 ）

2,077,9732,077,973当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

1,810,0701,814,437―� 4,367―――事業年度中の変動額合計

15,048,2254,054,79410,000,000181,146812,2842,199,1854,053,053平成　19 年 3 月　31 日残高

純資産合計

評価・換算
差　額　等

株　主　資　本

そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金

株主資本
合　　計

自己株式

21,061,1921,583,82019,477,372� 13,022平成　18 年 3 月　31 日残高

事業年度中の変動額

� 240,902� 240,902剰 余 金 の 配 当

� 27,000� 27,000
利 益 処 分 に よ る
役 員 賞 与

――
固定資産圧縮積立金の
取 崩 （ 前 期 ）

――
固定資産圧縮積立金の
取 崩 （ 当 期 ）

2,077,9732,077,973当 期 純 利 益

� 3,757� 3,757� 3,757自 己 株 式 の 取 得

136,796136,796
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

1,943,109136,7961,806,312� 3,757事業年度中の変動額合計

23,004,3021,720,61721,283,685� 16,779平成　19 年 3 月　31 日残高
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に関する注記
　　１ ．資産の評価基準及び評価方法
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券
子会社株式及び関連会社株式
その他有価証券
時価のあるもの

時価のないもの
（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・仕掛品
商品・原材料・貯蔵品

２．固定資産の減価償却の方法
（１）　有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）
その他

（２）　無形固定資産

（３）　少額減価償却資産

（４）　長期前払費用
３．引当金の計上基準
（１）　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込
額を計上しております。

（２）　役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に充てるため，当事業年度末の支給見込額を計上しておりま
す。

償却原価法（定額法）
移動平均法による原価法

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理
し，売却原価は移動平均法により算定）
移動平均法による原価法

個別法による原価法
移動平均法による原価法

定額法
定率法
なお，主な耐用年数は以下のとおりであり
ます。
建物　　　　　　３～５０年
機械及び装置　　４～１１年
定額法
なお，自社利用のソフトウェアについては，
社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。
取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産
については，事業年度毎に一括して３年間
で均等償却する方法によっております。
均等償却
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（３）　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため，当事業年度末における退職給付債務に基づき
計上しております。
　過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３
年）による按分額を費用処理しております。
　数理計算上の差異は，各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（１５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。

（４）　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に充てるため，内規に基づく期末要支給額の１００％を
計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）　リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

（２）　ヘッジ会計の処理
○１ 　ヘッジ会計の方法
　金利スワップ取引については，金利スワップの特例処理の要件を満たしてい
るため，特例処理を採用しております。

　　　○２ 　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　　　　　　　　金利スワップ取引
ヘッジ対象　　　　　　　　　固定金利又は変動金利の長期借入金・利付債
　　　　　　　　　　　　　　券等の金利変動リスク

　　　○３ 　ヘッジ方針
　　　　　金利変動リスクの回避並びに金融収支の安定化のため行っております。
　　　○４ 　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため，有効性の判定を省略し
ております。

（３）　消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
　　１ ．役員賞与に関する会計基準
　当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成１７年
１１月２９日　企業会計基準第４号）を適用しております。
　これにより，営業利益，経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ２８,０００千円減
少しております。
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　　２ ．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計
基準委員会　平成１７年１２月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成１７年１２月
９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
　なお，従来の「資本の部」の合計に相当する金額は２３,００４,３０２千円であります。

貸借対照表に関する注記
　１ ．担保に供している資産及び担保に係る債務
（１）　担保に供している資産

建物
土地
計

（２）　担保に係る債務
短期借入金
１年内返済予定の長期借入金
長期借入金
計

２．有形固定資産の減価償却累計額
３．保証債務
関係会社の金融機関からの借入金に対する債務保証

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権
長期金銭債権
短期金銭債務

５．期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については，手形交換日をもって決済処理をしており
ます。
　なお，当事業年度末日は金融機関の休日であったため，次の期末日満期手形が期
末残高に含まれております。
受取手形
支払手形

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高
仕入高
営業取引以外の取引高

２,７９６,４７８千円
　　　　　　４６０,００４千円

３,２５６,４８３千円

１６８,０００千円
３,５８５,９００千円

　　　　　２,００７,１００千円
５,７６１,０００千円
２１,２８８,８６６千円

６１８,１０５千円

３,５８２,６６０千円
９７９,２００千円
２,２９０,０４１千円

２００,９４５千円
８０７,５２５千円

１１,１４２,４４０千円
５,０６３,２９８千円
１,３１０,０４９千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の数

税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
役員退職慰労引当金
退職給付引当金
繰越欠損金
その他
繰延税金資産小計
評価性引当額（�）
繰延税金資産合計

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金
その他有価証券評価差額金
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額

リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか，事務機器等の一部については，所有権移転外
ファイナンス・リース契約により使用しております。
１．リース物件の取得原価相当額，減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額　
１年内
１年超
計

３．支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料
減価償却費相当額

４．減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法によっております。

普通株式　　　　　　　７９,６６６株

１３６,９２６千円
１,６００,８３７千円
３０１,２９７千円

　　　　　　２９１,６１７千円
　　　　　２,３３０,６７９千円
　　　　　�２８７,９６３千円

２,０４２,７１５千円

�１２２,７９０千円
　　　　�１,１５４,８３８千円
　　　　�１,２７７,６２８千円
　　　　　　７６５,０８７千円

３０,８７６千円
　　　　　　７０,７１４千円

１０１,５９１千円

３４,１１１千円
３４,１１１千円

期末残高相当額減価償却累計額相当額取得原価相当額

１０１,５９１千円６７,０６５千円１６８,６５６千円工具・器具及び備品等
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関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

（注）　　１ ．取引金額には消費税等を含まず，科目残高には消費税等を含んでおります。
　　　　２．取引条件ないし取引条件の決定方針等
　　　　　　変圧器等の販売についての価格その他の取引条件は，当社と関連を有しない他の当事者と同様の
　　　　条件によっております。

２．兄弟会社等
（単位：千円）

（注）　　１ ．取引金額，科目残高ともに消費税等を含んでおりません。
　　　　２ ．取引条件ないし取引条件の決定方針等
　　　　　資金の借入利率は，市場金利を勘案した利率により決定されております。

　３ ．子会社等
（単位：千円）

（注）　　１ ．取引金額には消費税等を含まず，科目残高には消費税等を含んでおります。
　　　　２ ．取引条件ないし取引条件の決定方針等
　　　　　取引の条件は，市場価格を勘定し一般的取引と同様に決定しております。
　　　　　資金の貸付利率は，市場金利を勘案した利率により決定しております。

期末残高科　　目取引金額取引の内容
関　係　内　容議決権等

の所有（被所
有）割合

会社等
の名称

属性
事業上の関係役員の兼任等

１，３３０，４７０売掛金
８，５５１，９１８

変圧器等
の販売

当社製品
の販売

兼任１名　
出向者１名

（被所有）
直接２４．２９％

中部電力�
その他の
関係会社 ２３，１７３未収入金

期末残高科　　目取引金額取引の内容
関　係　内　容議決権等

の所有（被所
有）割合

会社等
の名称

属性
事業上の関係役員の兼任等

276,000
1 年内返済
予定の長期
借入金―資金の借入資金の借入な　しな　し

中電ビジネス
サポート�

その他の
関係会社
の子会社

１，６７２，０００長期借入金

期末残高科　　目取引金額取引の内容
関　係　内　容議決権等

の所有（被所
有）割合

会社等
の名称

属性
事業上の関係役員の兼任等

７００，０００長期貸付金―資金の貸付
当社原材料
等の仕入及
び資金の貸付

兼任１名９２．０％
�愛工機
器製作所

連結子会社

８３９，７１０支払手形

１，９２１，９９９
ハーメティ
ックモータ
等の仕入

当社商品の
仕入

兼任３名１００．０％
アイチエ
レック�

４７４，６５３買掛金

１８５未払費用

９４８，３９５受取手形
２，５３８，５８４

変圧器等の
販売当社製品の

販売及び物
流業務委託
等　　　　

兼任１名１００．０％愛電商事�

１，２２０，６９０売掛金

１６５，８０８支払手形

１，５６３，１７１
物流業務委
託等

３２，２４７買掛金

９１，８１９未払費用
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１株当たり情報に関する注記
　１ ．　１ 株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７７円５４銭
　２ ．　１ 株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３円１３銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成１９年５月７日

愛 知 電 機 株 式 会 社
　 取 締 役 会　 御 中

監 査 法 人　 朝 見 会 計 事 務 所

　　　　　　　　　　　　　　 　代 表 社 員 公認会計士　 中 田 惠 美 �　　　　　　　　　　　　　　 　業務執行社員

　　　　　　　　　　　　　　 　業務執行社員 公認会計士　 山 本 真由美 �　

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、愛知電機株式会社の平成１８年４

月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ

た。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、愛知電機株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成１９年５月７日

愛 知 電 機 株 式 会 社
　 取 締 役 会　 御 中

監 査 法 人　 朝 見 会 計 事 務 所

　　　　　　　　　　　　　　 　代 表 社 員 公認会計士　 中 田 惠 美 �　　　　　　　　　　　　　　 　業務執行社員　　　　 　

　　　　　　　　　　　　　　 　業務執行社員 公認会計士　 山 本 真由美 �　

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、愛知電機株式会社の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第９８期事業年度の計算書類、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ

いて監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。

当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の

財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

以　上

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第９８期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監
査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受けるほか、取
締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役および内部監査部
門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会
議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執
行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第１００条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視および検証いたしました。子会社については、子会社の取締役お
よび監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとともに、会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が
適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１５９条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方
法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびそ
の附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）に
ついて検討いたしました。

２．監査の結果
（１）　事業報告等の監査結果
�　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
�　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
�　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）　計算書類およびその附属明細書の監査結果
　　　監査法人朝見会計事務所の監査の方法および結果は相当であると認めます。
（３）　連結計算書類の監査結果
　　　監査法人朝見会計事務所の監査の方法および結果は相当であると認めます。

　　　　　　　　　平成１９年５月１１日

　　　　　　　　　　　愛知電機株式会社　監査役会

常任監査役（常勤）　伊　藤　和　彦  �
社外監査役（常勤）　山　下　直　太  �
社外監査役　　　　濱　田　�　一  �
社外監査役　　　　城　後　　　讓  �

隆
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株 主 総 会 参 考 書 類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件
当期の期末配当につきましては，安定配当を継続するという基本方針

のもと，当期の業績を勘案いたしまして，１株につき普通配当２円５０
銭，これに創立６５周年記念配当２円を加え，１株につき４円５０銭とさ
せていただきたいと存じます。
なお，中間配当金として１株につき２円５０銭をお支払いいたしており

ますので，当期の年間配当金は１株につき７円となります。
（１）　配当財産の種類　金銭
（２）　株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　　　当社普通株式１株につき金４円５０銭
　　　（うち普通配当２円５０銭　記念配当２円）
　　　総額２１６，７７５，７７８円
（３）　剰余金の配当が効力を生じる日　平成１９年６月２９日　

第２号議案　取締役１２名選任の件
　現任取締役全員１３名は，本総会終結の時をもって任期満了となります
ので，新たに取締役１２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　　　取締役候補者はつぎのとおりであります。　　　　　　　　　（五十音順）

所有する
当 社 の
株式の数

略歴，地位，担当および他の法人等の代表状況
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

候補
者
番号

１０,０００株

平成１０年７月　中部電力�関連事業部部長
平成１１年７月　同社制御通信部業務グループ長
平成１５年７月　同社ＩＴ本部情報通信事業グループ長
平成１７年６月　当社取締役開発・環境事業部副事業部長

（現在にいたる）

安　藤　　　誠
（昭和２７年６月１１日生）

１
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所有する
当 社 の
株式の数

略歴，地位，担当および他の法人等の代表状況
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

候補
者
番号

１０,０００株

昭和４４年４月　当社入社
昭和４４年７月　アイチ－エマソン電機�（現アイチエ

レック�）出向
平成１２年６月　同社取締役技術本部長
平成１６年６月　同社常務取締役管理本部長
平成１７年６月　同社代表取締役社長

（現在にいたる）
　　　　　　　当社取締役

（現在にいたる）

（他の法人等の代表状況）
アイチエレック�　代表取締役社長
白鳥アイチエレック�　代表取締役社長
蘇州愛知科技有限公司　董事長

宇 佐 美 和 彦
（昭和２２年２月２３日生）

２

１０,０４０株

昭和４４年４月　当社入社
平成８年７月　当社電力事業本部生産技術部長
平成１３年７月　当社電力事業部生産グループ長
平成１４年７月　当社理事電力事業部生産グループ長
平成１６年７月　当社理事電力事業部副事業部長
平成１７年６月　当社取締役電力事業部副事業部長
平成１８年６月　当社取締役電力事業部副事業部長兼生産

技術グループ長
（現在にいたる）

廻　間　正　樹
（昭和２０年１２月１０日生）

３

３１,３６４株

昭和３９年４月　当社入社
昭和４６年７月　当社取締役
昭和５８年８月　当社常務取締役管理本部長
昭和６０年８月　当社代表取締役専務取締役
平成５年６月　当社代表取締役副社長社長室管掌
　　　　　　　管理本部長ＴＱＣ推進準備室長
平成１１年６月　当社代表取締役副社長管理本部管掌
平成１４年６月　当社代表取締役副社長経営全般管掌
平成１５年６月　当社取締役会長

（現在にいたる）

川　口　将　二
（昭和１６年８月１５日生）

４
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所有する
当 社 の
株式の数

略歴，地位，担当および他の法人等の代表状況
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

候補
者
番号

０株

平成１３年６月　古河電気工業�取締役エレクトロニクス・
コンポーネント事業部長

平成１５年６月　同社常務取締役兼執行役員常務，エレク
トロニクス・コンポーネント事業部長

平成１６年４月　同社常務取締役兼執行役員常務，電装・
エレクトロニクスカンパニー長

平成１７年６月　当社取締役
（現在にいたる）

平成１８年６月　古河電気工業�専務取締役兼執行役員専
務，電装・エレクトロニクスカンパニー長
（現在にいたる）

北 野 谷　 惇
（昭和２０年１０月８日生）

５

１０,０００株

昭和４５年４月　当社入社
平成１０年１０月　当社電力事業部大形変圧器部長
平成１３年７月　当社電力事業部変圧器設計グループ長
平成１４年７月　当社理事電力事業部長
平成１５年６月　当社取締役電力事業部長

（現在にいたる）

久 須 美 寿 彦
（昭和２２年７月１１日生）

６

１２,０００株

昭和４７年４月　当社入社　
平成１０年１０月　当社電力事業部配電自動化開発室長
平成１２年７月　当社理事電力事業部配電システム部長
平成１３年６月　当社取締役電力事業部長
平成１４年６月　当社取締役開発・環境事業部長
平成１７年６月　当社常務取締役開発・環境事業部，北海

道支社，東北支社管掌兼開発・環境事業
部長
（現在にいたる）

佐　藤　　　徹
（昭和２５年２月１４日生）

７

１０,０００株

平成１１年７月　中部電力�岐阜支店用地部長
平成１５年６月　当社監査役
平成１７年６月　当社取締役経営管理部，関係会社管掌

（現在にいたる）

中 山 三 千 雄
（昭和２２年９月１４日生）

８
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所有する
当 社 の
株式の数

略歴，地位，担当および他の法人等の代表状況
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

候補
者
番号

５,０００株

昭和４６年４月　当社入社
平成１０年１０月　当社営業本部第１営業部第１営業グルー

プ長
平成１１年７月　当社営業本部営業企画部営業開発グルー

プ長
平成１２年１月　当社環境プロジェクトカンパニープロ

ジェクトマネージャー
平成１４年７月　当社電力事業部電力営業グループ長
平成１５年７月　当社理事電力事業部電力営業グループ長

（現在にいたる）

西　見　敏　男
（昭和２７年６月２７日生）

９

１２,０００株

昭和４５年４月　当社入社
平成１３年７月　当社機電事業部土岐設計グループ長
平成１３年１０月　�パンウォシュレット（現ＴＯＴＯウォ

シュレットテクノ�）出向
平成１４年７月　当社理事機器事業部副事業部長
平成１５年６月　当社取締役機器事業部副事業部長
平成１８年６月　当社取締役機器事業部副事業部長兼品質

保証グループ長
（現在にいたる）

（他の法人等の代表状況）
恵那愛知電機�　代表取締役社長

法 月 仙 一 郎
（昭和２０年９月２０日生）

１０

４０,３９４株

昭和４２年４月　当社入社
昭和６０年７月　当社機器事業部営業部長
平成３年６月　当社取締役社長室長兼総合企画室長
平成１１年２月　当社常務取締役管理本部副本部長
平成１２年６月　当社常務取締役営業本部長
平成１３年６月　当社常務取締役管理担当
平成１４年６月　当社専務取締役経営管理部・電力事業部

担当
平成１５年６月　当社代表取締役専務取締役経営管理部・

電力事業部担当
平成１７年６月　当社代表取締役社長

（現在にいたる）

山　田　　　功
（昭和１８年９月６日生）

１１



－ 37 －

　（注）　１．各候補者と当社の間にはいずれも特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者　北野谷惇氏は，社外取締役の候補者であります。
３．社外取締役候補者に関する事項
　　取締役候補者　北野谷　惇
　ア．社外取締役候補者の選任理由

　当社の大株主である古河電気工業株式会社の専務取締役であり，経営に
精通していることと，重電業界の事情に通じていることから，社外取締役
として選任をお願いするものであります。

　イ．社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数
当社の社外取締役としての在任期間は，本総会終結の時をもって２年

であります。

所有する
当 社 の
株式の数

略歴，地位，担当および他の法人等の代表状況
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

候補
者
番号

１０,０００株

昭和４０年４月　当社入社
平成１０年１０月　当社機電事業部住設機器部長
平成１３年７月　当社理事機電事業部主幹
平成１３年１０月　�パンウォシュレット（現ＴＯＴＯウォ

シュレットテクノ�）常務取締役商品本
部副本部長

平成１６年４月　同社常務取締役技術本部長
平成１７年３月　同社常務取締役退任
平成１７年６月　当社取締役機器事業部，東京支社，関西

支社管掌兼機器事業部長
（現在にいたる）

横　山　武　弘
（昭和１７年１０月１５日生）

１２
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第３号議案　監査役４名選任の件
現任監査役全員４名は，本総会終結の時をもって任期満了となります

ので，新たに監査役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお，本議案の提出につきましては監査役会の同意を得ております。

　　　監査役候補者はつぎのとおりであります。　　　　　　　　　（五十音順）

所有する
当 社 の
株式の数

略歴，地位，担当および他の法人等の代表状況
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

候補
者
番号

０株

平成１１年７月　中部電力�配電部技術グループ部長
平成１３年７月　同社販売本部配電部技術グループ部長
平成１５年７月　同社支配人長野支店長
平成１７年６月　�トーエネック取締役兼執行役員配電

本部長
（現在にいたる）

田　中　豊　夫
（昭和２３年９月１１日生）

１

０株

平成７年７月　中部電力�支配人秘書室長
平成９年６月　同社取締役秘書部長
平成１３年６月　同社取締役，電気事業連合会専務理事
平成１６年６月　同社常任監査役

（現在にいたる）
当社監査役（非常勤）
（現在にいたる）

濱　田　�　一
（昭和１７年２月８日生）

隆
２

５,０００株

平成６年７月　中部電力�秘書室担当部長
平成８年７月　同社関連事業室担当部長
平成９年７月　同社東京支社付バダックＬＮＧ輸送�

出向
平成１２年７月　当社理事経営企画室担当部長
平成１３年７月　当社理事経営企画室長
平成１４年７月　当社理事開発・環境事業部副事業部長

（現在にいたる）

町　口　健　治
（昭和１９年７月１８日生）

３
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　（注）　１．各候補者と当社の間にはいずれも特別の利害関係はありません。
２．監査役候補者　田中豊夫，濱田�一および山下直太の各氏は，社外監査役の
候補者であります。

３．社外監査役候補者に関する事項
○１ 　監査役候補者　田中豊夫
ア．社外監査役候補者の選任理由

当社の大株主である中部電力株式会社の出身であり，また株式会社ト
ーエネックの取締役であることから，経営に精通していることと，当社
の事業にも通じていることから適任と判断し，社外監査役として選任を
お願いするものであります。

イ．その他社外監査役候補者に関する事項
平成１７年６月まで当社の大株主である中部電力株式会社の業務執行者

でありました。
○２ 　監査役候補者　濱田�一
ア．社外監査役候補者の選任理由

当社の大株主である中部電力株式会社の常任監査役であり，上場企業
における監査役としての高い見識と幅広い経験を当社の監査に反映して
いただくため，社外監査役として選任をお願いするものであります。

イ．社外監査役候補者が社外監査役に就任してからの年数
当社の社外監査役としての在任期間は，本総会終結の時をもって３年

であります。
ウ．その他社外監査役候補者に関する事項

平成１６年６月まで当社の大株主である中部電力株式会社の業務執行者
でありました。

隆

隆

所有する
当 社 の
株式の数

略歴，地位，担当および他の法人等の代表状況
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

候補
者
番号

１０,０００株

平成９年７月　中部電力�岐阜支店副支店長
平成１１年６月　新日本ヘリコプター�取締役名古屋支

社長
平成１７年６月　当社監査役

（現在にいたる）

山 下 直 太
（昭和１８年８月２１日生）

４
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○３ 　監査役候補者　山下直太
　ア．社外監査役候補者の選任理由

当社の大株主である中部電力株式会社の出身であり，当社の事業にも
精通していることから適任と判断し，社外監査役として選任をお願いす
るものであります。

イ．社外監査役候補者が社外監査役に就任してからの年数
当社の社外監査役としての在任期間は，本総会終結の時をもって２年

であります。

第４号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
平成１８年１２月３１日に辞任されました取締役木野文海および本総会終

結の時をもって退任されます取締役武藤昭世，大隅東也および監査役伊
藤和彦，城後讓の各氏に対し，在任中の労に報いるため，退職慰労金を当
社所定の基準に従い，相当額の範囲内で贈呈いたしたいと存じます。
なお，その具体的金額，贈呈の時期，方法等については，取締役につ

いては取締役会に，監査役については監査役の協議にご一任願いたいと
存じます。

　　　退任取締役および退任監査役の略歴はつぎのとおりであります。

略　　　　　　　　　　 歴氏 名

平成１３年６月　当社代表取締役社長
平成１７年６月　当社取締役相談役
平成１８年１２月　辞任

木　野　文　海

平成１１年６月　当社取締役
平成１３年６月　当社常務取締役
平成１７年６月　当社代表取締役専務取締役

（現在にいたる）

武　藤　昭　世

平成１５年６月　当社取締役
（現在にいたる）　

大　隅　東　也

平成１５年６月　当社監査役
平成１７年６月　当社常任監査役

（現在にいたる）　
伊　藤　和　彦



－ 41 －

第５号議案　役員賞与支給の件
当期の役員賞与につきましては，当期に在任した取締役１４名（うち社

外取締役１名）および監査役４名に対し，当期の業績等を勘案して，役
員賞与総額２８,０００,０００円（取締役分２４,６００,０００円，社外取締役分２００,０００円，
監査役分３,２００,０００円）を支給いたしたいと存じます。

以　上　

略　　　　　　　　　　 歴氏 名

平成１７年６月　当社監査役
（現在にいたる）　城　後　　　讓



MEMO

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



MEMO

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



株主総会会場ご案内図
会　場　愛知県春日井市愛知町１番地

　　当 社 会 議 室

※東名阪自動車道のインターチェンジについて
　名古屋ＩＣ方面からは勝川（東）ＩＣをご利用下さい。
　名古屋西ＩＣ方面からは勝川（西）ＩＣまたは松河戸ＩＣをご利用下さい。


